
統計法に基づく

一般統計調査 都道府県 都道府県

(福祉事務所現況調査票１の１ ) 指定都市 名 ・

中核市 市

（平成２１年１０月１日現在）

（　　　　）

（〒　　　－　　　　）   　　－

 　２．未実施
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(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9) 査　察　指　導　員

(10)

(11) 現　業　員

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17) あり

(18)

配置標準数

(19)

(20) なし

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

(39)

(40)

(41)

(42)

(43)

(44)

(45) (再掲）定員外職員合計

⑬生保担当現業
員の経験年数

その他（六法以
外）

１年未満

1～3年

３～５年

５年以上

１年未満

1～3年

⑫生保担当査察
指導員の経験年

数

生
保
現
業
員
経
験
有

査察指
導員経
験年数

人
数

３～５年

常勤

実　人　員　合　計

１～３年

３～５年

５年以上

福祉六法のその他の非常勤職
員（事務職除く）

福祉三法・六法の事務職員

嘱託医

就労支援専門員

そ
の
他

福祉六法以外の福祉関
係事務職員

社会福祉施設従事職員
等

一般

精神

その他

常勤

非常勤

婦人相談員
常勤

非常勤

非常勤

母子自立支援員
常勤

家庭相談員

非常勤

老人福祉指導主
事

専任

兼任

家庭児童福祉主
事

専任

兼任

身体障害者福祉
司

専任

兼任

知的障害者福祉
司

専任

兼任

郡部
三法（老人・
身障・知的）
担当職員

専任

兼任

非常勤

現業員の計
(11)＋(12)＋(15)

非常勤

総合相談担当面
接相談員

専任

兼任

査察指導員の計
(3)＋(5)＋(7)＋(9)

生活保護担当面接
相談員

専任

兼任

課　長
査察指導員を兼務

課長専任

補佐 査察指導員を兼務

・係長 係長専任

知的障害者福祉
法

所　長
専任

兼任

次　長
査察指導員を兼務

次長専任

合　計 生活保護法 児童福祉法
母子及び寡婦福

祉法
老人福祉法

身体障害者福祉
法

⑦ 支 所 等　数 ⑧家庭児童相談室の設置状況 １．有（　　　　　　か所）２．無

⑨特殊勤務手当の支給状況 ⑩保健所・保健センターとの関係 

支給額              （　　　　　　　）円 1.一体化して設置　・　2.別に設置

福祉事務所現況調査

① 福祉事務所符号番号 ②　福　祉　事　務　所　名 ③ 所在地（郵便番号） ④ 電 話 番 号

⑤管内の状況

世帯数 ⑥　　所　　管　　区　　域

人口

被保護世帯数

              か所

世帯

世帯

人

人

被保護人員

手当改善
１．実施  　１　単価改善　　２　率改善（　　％→　　％）

⑪　職　種　別　職　員　数　等

職　　　　　　　種

(18)に同じ

合　計

５年以上

合　計

(10)に同じ

１年未満



統計法に基づく 　福祉事務所現況調査 都道府県 都道府県

一般統計調査 （福祉事務所現況調査票１の２） 指定都市 名 ・

中核市 市

(1) 有 ・ 無

(2) 有 ・ 無

(1) 有 ・ 無 (3) その他（　　　　　　　　　　　） 有 ・ 無

(2) 有 ・ 無 (4) その他（　　　　　　　　　　　） 有 ・ 無

(3) 有 ・ 無 (5) その他（　　　　　　　　　　　） 有 ・ 無

(4) 有 ・ 無 (6) 有 ・ 無

(5) 有 ・ 無

(6) 有 ・ 無 (1) 有 ・ 無

(7) 有 ・ 無 (2) 有 ・ 無

(8) 有 ・ 無 (3) 有 ・ 無

(9) 有 ・ 無 (4) 有 ・ 無

(10)特別児童扶養手当〈特障手当等除く〉 有 ・ 無 (5) 有 ・ 無

(11) 有 ・ 無 (6) 有 ・ 無

(12) 有 ・ 無 (7) 有 ・ 無

(13) 有 ・ 無 (8) 有 ・ 無

(14) 有 ・ 無 (9) 有 ・ 無

(15) 有 ・ 無

(16) 有 ・ 無

(17) 有 ・ 無 (1)

(18) 有 ・ 無 (2) 障害者自立支援法

(19) 有 ・ 無

(20) 有 ・ 無

(21) 有 ・ 無

(22) 有 ・ 無

(23) 有 ・ 無

(24) 有 ・ 無

(25) 有 ・ 無

(26) 有 ・ 無

(27) 有 ・ 無

(1) 実施の有無 有（1.毎年実施 2.不定期に実施）

(1) (2) 資格要件

(2)

(3)

(4)

(5)

(1) (2)

調査票記入担当者

【所　　属】

【電話番号】（　　　　　）　　　　－

【氏　　名】

総合的な相談支援機能の強化

生活保護受給者

母子・寡婦者

その他（　　　　　　　　　）

社会福祉施設の監査〈保育所を除く〉

人材育成

  ㉑　独 自 の 取 組 事 例

⑳ 福祉専門職（相談援助職）の採用について

⑱ 精神障害者（生保受給）の退院促進支援

⑲  就 労 支 援 の 実績

就労支援

レセプト点検

その他（　　　　　　　　　　　）

介護保険法

地域包括支援センター運営協議会

障害者自立支援協議会

要保護児童対策地域協議会

民生・児童委員協議会

司法・警察関係

無（　3.無　　　　　）

保育・子育て支援

社会福祉施設の運営

社会福祉協議会

保健所 

ハローワーク

学校・教育関係

⑰ 成年後見制度利用支援事業の利用状況

（H２０.１０　　～H２１.　９)

有・無　　

業　務　内　容 所掌の有無

婦人保護

生活福祉資金

児童扶養手当

その他（　　　　　　　　　　　）

介護保険制度

地域包括支援センターの運営

障害者自立支援制度

障害者相談支援事業

児童手当

戦傷病者等及び未帰還者等

⑮ 生保上における外部委託の状況

地域改善対策事業

災害救助

民生・児童委員

社会福祉協議会

日赤・共同募金会

⑯ 他の協議会等との連絡調整状況

⑭ 福祉六法以外の福祉関係業務の所掌状況

就労支援対象者
支援数

（H２０.１０～
H２１.　９)

高齢者虐待

児童虐待

障害者虐待

ＤＶ

ホームレス

その他（　　　　　　　　　　　）

有・無　　

実績人数　　人

実績人数　　人

その他（　　　　　　　　　） 4.その他（　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　）

中国残留法人等支援給付

3.精神保健福祉士

1.社会福祉主事　2.社会福祉士

その他（　　　　　　　　　　　）



都道府県 都道府県

指定都市 名 ・

中核市 市

（平成２１年１０月１日現在）

(注）　組織図の作成にあたっては、別添「調査票記入要領」中「組織調査票記載例」を参照のこと。

　 　また、職員配置数は、調査票１の１⑪職種別職員数等と一致すること。

福祉事務所符号番号 福祉事務所名

組　　織　　図　　及　び　　配　　置　　人　　員

福祉事務所現況調査

(福祉事務所組織調査票）


